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（入手すべき情報の基本パターン（例）） 

弁護人選任 

被疑者・被告人への接見 
社会福祉士関与の同意確認 

相談依頼 （弁護士会内） 

受付・依頼 

各種情報入手依頼 

接見の依頼 

※個別の情報収集については、弁護人・社会福祉士間で役割分担。 

 社会福祉士が単独で情報収集や調整等に動く場合には、必ず弁護人から
相手先に一報を入れてもらう等の連携した対応が必要。 

社会資源の調整 

更生支援計画の立案 

各種情報の入手手続き 

接見手続きの実施 

・家族・親族・関係者等への面会（家族関係、生活歴・職

歴、経済状況、障がい・疾病等、キーパーソン、他） 

・医療機関（主治医の所見、カルテ等） 

・行政機関（各種認定状況、家族・親族を含む支援状況等） 

・福祉事業所等（生活状況、支援内容、生活課題等） 

支援方針・更生支援計画に
関する打合せ 

弁護士 

更生支援計画書の提出 

キーパーソン・支援者等への引継ぎ（終結） 

被疑者・被告人への福祉的支援に関する弁護士・社会福祉士の連携モデルにおける 
弁護士・社会福祉士の役割分担イメージ 

釈放前の打合せ、キーパーソン・支援者等の確保 

社会資源調整の手順確認と役割分担 

（各種制度申請、生活場所・医療機関等への誘導等） 

【重要】 

情報整理・アセスメント

～更生支援計画の立案

は、常に被疑者・被告人

への説明や意思確認を行

いながら進める。 

情報整理 
アセスメント 

※必要に応じて、行政・支援者

等の参加を依頼 

釈放直後（判決日当日）の役割分担 

※弁護人・社会福祉士・支援者間で役割分担 

※支援者等への連絡調整 

社会福祉士 

更生支援 

計画書 

社会福祉士関与の 

同意承諾書 

・生活保護の申請 

・医療機関の受診（入院手続き含む） 

・その他 

（活動報告書） 

活動者名簿の作成 

担当者の選任、弁護士会へ連絡 

接見前の事前打ち合わせ（接見時間の調整、情報共有） 

被疑者・被告人への接見（社会福祉士の初回接見） 
社会福祉士関与の同意確認 

（接見後）社会福祉士によるスクリーニング 

福祉的支援の適否判断 

今後の方向性の打合せ 

把握段階 

スクリーニング 
段階 

情報収集・ 

計画立案段階 

支援準備段階 

終結段階 

被疑者段階 

被告人段階 

釈放後 

（証人尋問の依頼） （証人尋問） 

更生支援計画の決定 

社会福祉士会内での検討 

担当者の調整 
※コーディネーターの確保 

 

被疑者 

被告人 

への 

接見 

(随時) 
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〔担当窓口等の設定・明確化〕 

弁護士会 社会福祉士会 

連携モデルを円滑に推進するための組織体制 
（組織としてやるべきこと） 

〔活動者の確保〕 

・活動者の育成と質の担保 

・所属機関等への啓発・協力依頼 

 

 

〔研修機会の確保〕：活動者の拡大、

普及啓発 

・連携モデルの目的 

・弁護士、社会福祉士の役割と具体的

な活動内容の周知 

・連携モデルによる成果、課題等 

〔実務者向けのフォローアップ〕 

・個別事件の検討、スーパービジョン等 

・情報の取り扱い方、留意点 

・アセスメント、更生支援計画書作成等 

・課題等の提示 

〔支援者（受入機関等）の確保・拡大〕 

・関係機関等への啓発・協力依頼 

・新たな社会資源の開発に向けた提案 

・中長期的な継続支援の担保方策の検討 

 

相談依頼書 
・障害者刑事弁護人名簿の作成 

・名簿登録者以外の会員からの相談

受付 

・社会福祉士会への協力依頼受付 

・連携モデルによる活動報告 

・その他 

・活動者名簿の作成（登録要件） 

・弁護士会からの依頼の受付 

・協力適否の判断、担当者の選定 

・連携モデルによる活動報告 

・その他 

更生支援 

計画書 

同意書 
ｱｾｽﾒﾝﾄﾂｰﾙ ｱｾｽﾒﾝﾄﾂｰﾙ 

ｱｾｽﾒﾝﾄﾂｰﾙ 

〔活動費用の確保〕 

 

・ 

 

〔研修機会の確保〕：活動者の拡大、

普及啓発 

・司法領域の基礎知識 

・連携モデルの目的 

・弁護士、社会福祉士の役割と具体的

な活動内容の周知 

・連携モデルによる成果、課題等 

 

協力 

〔合同による連携モデルの検証会議〕 

・連携のあり方、課題点等の整理 

・改善方策等の検討 

（制度運用改善に向けた要望等） 

活動報告書 


